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近年，空間経済学に基づく理論の計量分析への応用が進められている．しかしその分析枠組は，我が国の長
期的な人口分布変化の傾向1) (e.g., 大都市の人口増加) とは真逆の “地域間輸送改善は必ず地方都市の人口を増
加 (大都市の人口を減少) させる”という結果しか出力しない2)．これは，輸送改善の影響の適切な予測が不可
能であることを意味する重要な課題である．本研究は，企業間の価格競争を考慮できる独占的競争理論3) を応
用することで，この課題を解決する計量分析手法を開発する．

Key Words : Quantitative spatial economics, Variable elasticity of substitution, Populatoin distribu-
tion

1. はじめに

我が国では，人口減少社会に突入していることに加
え，大都市圏 (e.g., 東京，大阪，名古屋) への人口集
中が進み，地方衰退が深刻な社会問題となりつつある．
このような人口の空間的偏りを軽減させる政策の一つ
として，交通基盤整備などが挙げられてきた．これは，
地域間輸送費用の低下が物流・人流の効率向上をもた
らし，その結果として (短期的には) 地方活性化が期待
できるためである．しかし，長期的にはストロー効果
等のような，期待とは異なる効果が生じてしまうケー
スが見られる．それゆえ，上記のような地域・都市政
策の長期的影響 (e.g., 人口分布・経済集積の変化やそ
れに伴う経済効果) の評価に応用可能な分析枠組の構築
は，土木計画学分野の重要な課題の一つとなっている．
この背景のもと，新経済地理学 (New Economic Ge-

ography: NEG) 分野で蓄積された，経済活動の空間的
集積現象を説明できる一般均衡モデルに関する理論研
究が注目されてきた．近年では，NEG理論を計量分析
に応用した研究が急速に進められ，それら一連の研究
が定量的空間経済学 (Quantitative Spatial Economics:

QSE) と呼ばれるようになっている4)．QSEで用いら
れる NEG理論に基づくモデルは，“経済活動の空間的
集積メカニズム”と “人口の地域間移動”の両者を考慮
しているという特徴を有する．したがって，その研究
成果は交通基盤整備や地域・都市政策の長期的効果の

予測・評価にも応用できる可能性がある．
しかし，NEG分野の理論研究2)が指摘しているよう
に，QSEの分析には，「“地域間輸送費用の低下は地方
都市の人口増加 (大都市の人口減少) をもたらす” とい
う結果が必ず出力される」という本質的な問題が存在
する．すなわち，QSEの枠組みでは，ストロー効果を
表現することができない．これは我が国の長期的な人
口分布変化1)と真逆の傾向を示すものであり，QSEに
基づく計量モデルが実現象と定性的にも整合しないこ
とを意味している．
その根本的な原因は，Akamatsu et al. 2)において示
されているように，計量モデルで考えられている分散力
(経済活動が空間的に分散するメカニズム) が限定的で
ある点にある．実際，QSEモデル (Helpman 5), Allen

and Arkolakis 6)) では，都市コストに代表される “空
間的なスピルオーバー効果のない分散力” のみしか考
えられていない．これは，実空間を対象とした解析を
容易にする効果があるものの，上述した重要な問題を
もたらす直接的な原因になっている．
この問題の解決には，“空間的なスピルオーバー効果
のある分散力 (e.g., 企業間の近接立地に伴う商圏獲得
／価格競争)”をモデルに導入する必要がある．しかし，
そのための研究は，計量分析に利用可能なモデルの開
発が困難なことから，未だ殆ど進んでいない．例外的
に高山・杉山 7), 杉本ら 8) がストロー効果を表現でき
るQSEモデルを開発しているものの，その結果は，非
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現実的なパラメータ設定 (e.g., 企業の土地への支出割
合が 60%) の下で得られた極めて特殊，かつ政策効果
分析に直接利用できないものになってしまっている1．
そこで，本研究では，新たな独占的競争理論3) によ

り表現できるようになった，企業間の価格競争 (i.e., ス
ピルオーバー効果のある分散力) を考慮したQSEモデ
ルを構築する．そして，そのモデルがストロー効果を
表現できることを，日本を対象とした (非現実的なパラ
メータ設定をしない) 具体的な分析例により明らかに
する．
本稿の構成は以下の通りである．第 2章では，本研

究で構築した，Helpman 5)に基づくモデルを説明する．
第 3章では，均衡状態を定式化した上で，輸送費の低
下に伴い創発する安定均衡状態の導出方法を示す．第 4

章では，計量分析を実施するために必要となるパラメー
タの設定方法を説明する．第 5章では，日本を対象と
した計量分析を実施し，構築したモデルがストロー効
果を表現できることを具体的に示す．最後に，第 6章
において本論文の結論を述べる．

2. モデル

本章では，新たな独占的競争理論3) をHelpman 5) に
導入したモデルを構築する．なお，Helpman 5)は，様々
なQSEモデルの基礎となる理論的枠組みであるととも
に，高山・杉山 7) により “ストロー効果を表現できな
い”ことが具体的に示されている．したがって，構築し
たモデルがストロー効果を表現できるのであれば，企
業間の価格競争効果が実現象と (定性的に) 整合させる
ための重要な要素であることを意味する．

(1) 地域・経済環境の設定
離散的なK 箇所の地域が存在する経済システムを考

える．地域の集合は K ≡ {1, 2, · · · ,K}と表す．地域
i ∈ Kの面積は固定的に Aiである．消費者は，地域全
体に固定的に H 存在し，居住する地域 i ∈ Kを選択す
ることができる．各地域 i ∈ Kに立地する消費者の数
を hi ≥ 0で表現する．これらの消費者は，1単位の労
働を所有しており，それを非弾力的に供給する．
企業は独占的競争下で収穫逓増の技術により，労働

を生産要素として，差別化された財を生産する．本モ
デルでは，規模の経済，消費者の多様性選好，ならび
に供給できる財の種類 (バラエティ)に制限がないこと

1 より具体的には，高山・杉山 7), 杉本ら 8) は，Helpman 5) を
特殊ケースとして含む，企業の土地消費を考慮した Pflüger and
Tabuchi 9) に基づく計量モデルを開発している．そして，そ
の支出割合が大きい場合，ストロー効果と整合した変化 (i.e.,
Helpman 5) に基づく QSEモデルでは表現できない経済集積の
変化) が見られることを本稿と同様の計量分析により示してい
る．

から，どの企業も必ず他企業とは異なる種類の財を生
産する．そのため，地域 i ∈ Kで生産を行う企業の数
は，供給される差別化財の種類数 NC

i に等しい．そこ
で，以降では，地域 iにおいてバラエティ ℓを生産する
企業を，地域 iの企業 ℓと呼ぶ．また，この財は，地域
間輸送ネットワークにより任意の地域に供給でき，そ
の際の輸送費用は氷塊費用の形をとる．

(2) 消費者行動
本研究では，地域 i ∈ Kに居住する消費者の効用関
数が Cobb-Douglas 型であると仮定する:

Ui = Bi

(
ai
µ

)µ(
Qi

1− µ

)1−µ

, (1)

ここで，µ ∈ (0, 1) は土地への支出割合を表すパラメー
タ，aiは土地の消費量，Qi は差別化財の消費により得
られる部分効用，Bi はアメニティ水準を表す．
本研究では，部分効用Qiが (Helpman 5)と同じCES

ではなく) translog 型3)であると仮定する2．より具体
的には，次の支出関数が与えられる部分効用である:

lnEi = lnQi +
1

NC
i

∑
j∈K

∫
Nji

ln pji(ℓ)dℓ

− β

2

∑
j∈K

∫
Nji

{ln pji(ℓ)}2 dℓ

− 1

NC
i

∑
j∈K

∫
Nji

ln pji(ℓ)dℓ


2

(2a)

NC
i ≡

∑
j∈K

|Nji| (2b)

ここで，Nji は地域 jから供給され，地域 iで消費され
る差別化財のバラエティ (種類) ℓの集合，pji(ℓ) は地
域 j で生産され地域 iで消費される財バラエティ ℓの
価格，β > 0は財の代替弾力性に関するパラメータで
ある．また，NC

i は地域 iで消費される総バラエティ数
を表す．
消費者の予算制約式は以下の通りとなる:

yi = riai +
∑
j∈K

∫
Nji

pji(ℓ)qji(ℓ)dℓ. (3)

ここで，riは地代，qji(ℓ)は地域 j で生産され地域 i で
消費される財バラエティ ℓの消費量を表す．本研究で
は，全ての土地が全消費者により均等に所有されてい
ると仮定する (i.e., public ownership)3．それゆえ，消

2 Helpman 5) と本稿で示すモデルの本質的な違いは，この部分
効用の仮定のみである．

3 土地所有に関する仮定には，“各地域の土地が居住する消費者に
均等に所有される (local ownership)” というものも存在する．
しかし，本研究では，Helpman 5) で採用されていることから，
public ownership の仮定を採用した．
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費者の土地収入は以下で与えられる:

w̄R =

∑
i∈K riaihi

H
. (4)

効用最大化問題は，次の 2段階の問題へと変換できる:

[下位問題]

Ei = min
{qji(ℓ)}

∑
j∈K

∫
Nji

pji(ℓ)qji(ℓ)dℓ s.t. Qi = Q∗
i ,

(5a)

[上位問題]

max
ai,Qi

(
ai
µ

)µ(
Qi

1− µ

)1−µ

s.t. yi = riai + PiQi.

(5b)

ここで，Pi は地域 i での差別化財の価格指数であり，
PiQi = Ei が成立する．
Shephardのレンマより次の関係が得られる:

qji(ℓ) =
∂Ei

∂pji(ℓ)

=
Ei

pji(ℓ)
{ci − β ln pji(ℓ)} , (6)

ci ≡
1

NC
i

1 + β
∑
j∈K

∫
Nji

ln pji(ℓ)dℓ

 , (7)

ここで，ci は財 ℓの種類に依存しない項である．
さらに，上位問題より，ai, Qiと差別化財の支出額Ei

は以下で与えられる
ai =

µyi
ri
, (8a)

Qi =
(1− µ)yi

Pi
, (8b)

Ei = (1− µ)yi. (8c)

さらに，地代収入 w̄R は次のように表される:

w̄R =
µ

1− µ

∑
i∈K wihi

H
. (8d)

(3) 企業行動
地域 iにおいて企業 ℓが財バラエティ ℓを生産する

には，労働を固定的に 1単位と，生産量 xi(ℓ)に応じて
ψi(ℓ)xi(ℓ) 単位投入する必要がある．地域 iの企業 ℓの
労働需要量を li(ℓ)で表すと，次の関係が成立する:

li(ℓ) = 1 + ψi(ℓ)xi(ℓ). (9)

本研究では，Behrens et al. 10)と同様，企業は地域 i

に立地したのちに限界費用 ψi(ℓ)の水準を把握する (企
業が参入するか否かの判断の際には，正確な限界費用
の情報が得られない) と仮定する．この限界費用は，全
ての企業にとって既知の連続・微分可能な分布 Gi(x)

から定まる．より具体的には，各企業の限界費用 ψi(ℓ)

の逆数 1/ψi(ℓ)の分布が Pareto分布で与えられると仮

定する．すなわち，ψi(ℓ)の分布関数Gi(x)を以下で与
える:

Gi(x) =

(
x

ψmax
i

)k
. (10)

ここで，ψmax
i は地域 iの限界費用の最大値，k ≥ 1は

形状パラメータであり，両者とも外生的に与える．
財の地域間輸送には，氷塊型の輸送費用がかかると
仮定する．すなわち，地域 iから地域 jへ 1単位の財を
輸送すると，最初の 1単位のうち 1/τij < 1単位だけが
実際に到着し，残りは解けてしまうと考える．そのた
め，地域 iで生産された財バラエティ ℓの地域 jにおけ
る需要量 qij(ℓ)と供給量 xi(ℓ)との間に，次の関係が成
立する:

xi(ℓ) =
∑
j∈K

τijqij(ℓ)hj . (11)

このとき，地域 iの企業 ℓの利潤最大化行動は，以下
で与えられる:

max
pij(ℓ),li(ℓ)

πi(ℓ) s.t., (6), (9), (11), qij ≥ 0 ∀j ∈ K.

(12)

ここで，πi(ℓ)は企業の利潤を表し，収入から労働の費
用を引いた，以下の形で与えられる:

πi(ℓ) =
∑
j∈K

pij(ℓ)qij(ℓ)hj − wili(ℓ). (13)

利潤最大化問題から，pij(ℓ)に関する次の条件が得ら
れる:

cj − β ln pij(ℓ) = β
pij(ℓ)− ψi(ℓ)wiτij

ψi(ℓ)wiτij
. (14)

(6), (14)より，qij(ℓ), pij(ℓ)は次の条件を満たす:

qij(ℓ) =
(1− µ)yj
pij(ℓ)

β ln

[
pdj

pij(ℓ)

]
, (15a)

ln

[
pdj

pij(ℓ)

]
=
pij(ℓ)− ψi(ℓ)wiτij

ψi(ℓ)wiτij
, (15b)

pdj ≡ exp

[
cj
β

]
. (15c)

この関係から明らかなように，pij(ℓ) = ψi(ℓ)wiτij =

pdj となる場合，財バラエティ ℓ は輸送されない (i.e.,

qij(ℓ) = 0)．これは，地域 iの企業 ℓは，限界費用 ψi(ℓ)

が以下で定義される ψ×
ij より高い水準であれば，財を

地域 j に輸送しないことを意味している:

ψ×
ij ≡

pdj
wiτij

. (16)

したがって，地域 jに立地する企業数をNE
j と表すと，

地域 iで消費される財バラエティ数 NC
i は，以下で与

えられる:

NC
i =

∑
j∈K

NE
j Gj(ψ

×
ji). (17)
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ここで，(15b)を変形すると，次の関係が得られる:

pij(ℓ)

ψi(ℓ)wiτij
exp

[
pij(ℓ)

ψi(ℓ)wiτij

]
=
ψ×
ij exp[1]

ψi(ℓ)
. (18)

したがって，Behrens et al. 10)と同様，Lambert W 関
数4を用いると，pij(ℓ)は，次のように表される:

pij(ℓ) = ψi(ℓ)wiτijWij(ℓ), (19a)

Wij(ℓ) ≡W

(
ψ×
ij exp[1]

ψi(ℓ)

)
. (19b)

この結果から，qij(ℓ), πi(ℓ) は次のように表される:

qij(ℓ) =
β(1− µ)yj
ψi(ℓ)wiτij

{
1−Wij(ℓ)

−1
}
, (20a)

πi(ℓ) = β(1− µ)
∑
j∈K

{
Wij(ℓ) +

1

Wij(ℓ)
− 2

}
yjhj − wi.

(20b)

なお，Lambert W 関数は W (exp[1]) = 1, かつ任意の
x ≥ 0に対して W ′(x) > 0 を満たす．したがって，任
意の 0 ≤ ψi(ℓ) ≤ ψ×

ij に対して Wij(ℓ) ≥ 1 が成立する．
さらに，∂pij(ℓ)/∂ψi(ℓ), ∂qij(ℓ)/∂ψi(ℓ) は次の直観と
整合する性質を有する:

∂pij(ℓ)

∂ψi(ℓ)
= wiτij

ψ×
ij exp[1]

ψi(ℓ)
Wij(ℓ)W

′

(
ψ×
ij exp[1]

ψi(ℓ)

)
> 0,

(21a)

∂qij(ℓ)

∂ψi(ℓ)
= − β(1− µ)yj

ψi(ℓ)2wiτij

Wij(ℓ)

1 +Wij(ℓ)
< 0. (21b)

ここで，LambertW 関数がx{1+W (x)}W ′(x) =W (x)

を満たす性質を利用した．また，マークアップ率 Λij(ℓ)

は以下で与えられる:

Λij(ℓ) ≡
pij(ℓ)

ψi(ℓ)wiτij
=Wij(ℓ) ≥ 1. (22)

したがって，∂Λij(ℓ)/∂ψi(ℓ) < 0 が成立することから，
限界費用の高い企業のマークアップ率は低下する．

3. 均衡状態

a) 短期均衡条件
本節では，短期均衡状態を定義する条件を示す．こ

の条件は，企業の利潤ゼロ条件，労働の需給均衡条件，
各地域の収支均衡条件，土地の需給均衡条件で与えら
れる．そこで，これらの条件を順に整理する．なお，こ
れらの条件で用いる地域 iの企業の期待利潤 πi, 労働需
要量 Li, 地域 iで生産した財の地域 j での総消費額 Tij

の導出は，付録 I参照．
企業の利潤ゼロ条件は，期待利潤 πiがゼロになる条
4 Lambert W 関数は，z = x exp[x] の逆関数 x = W (z) であ
る．

件で与えられ，以下の通りとなる:

β(1− µ)κ2
(ψmax
i )k

∑
j∈K

yjhj

(
pdj
wiτij

)k
− wi = 0. (23a)

労働の需給均衡条件は，各地域の労働需要量 Liが供給
量 hi と一致する条件であり，以下の通りとなる:

NE
i

1 + β(1− µ)(κ1 − κ2)

wi(ψmax
i )k

∑
j∈K

yjhj

(
pdj
wiτij

)k = hi.

(23b)

各地域の収支均衡条件は，各地域の域内総生産 (財の総
生産額∑j∈K Tij , 地代収入 w̄Rhi) が総支出額 (財の総
支出額∑j∈K Tji, 土地の総支出額 µyihi) に一致するこ
とを意味する条件である:

β(1− µ)κ1
NE
i

(ψmax
i )k

∑
j∈K

hjyj

(
pdj
wiτij

)k
+ w̄Rhi

= β(1− µ)κ1hiyi
∑
j∈K

NE
j

(ψmax
j )k

(
pdi

wjτji

)k
+ µyihi.

(23c)

土地の需給均衡条件は，以下で表される:

µyihi
ri

= Ai. (23d)

ここで，κ1, κ2は Pareto分布の形状パラメータ kのみ
に依存する定数であり，κ1 > κ2 > 0を満たす．
短期均衡条件 (23a), (23b)より，次の関係が与えら
れる:

NE
i =

κ2
κ1
hi. (24)

この条件は，人口の多い地域に多くの企業が立地するこ
とを意味している．さらに，この関係と (23a)を (17),

(23c)に代入すると，
∑
j∈K

(
pdi

wjτjiψmax
j

)k
hj =

1

βκ2
, (25a)

NC
i =

1

βκ1
. (25b)

また，条件 (23d)から，地代 ri が以下で与えられる:

ri =
µyihi
Ai

. (26)

ここで，(25a)より，∑j∈K ψ
×
jiN

E
j /ψ

max
j = 1/(βκ1)

が得られる．この関係と (18), (22) より，地域 jの企業
数NE

j の増加がマークアップ率 Λji(ℓ) を減少させるこ
とが示唆される．この性質は，Thisse and Ushchev 3)

でも示されている，企業間の価格競争効果を表すもの
である．
以上より，短期均衡状態におけるw = (wi)i∈K, p

d =

(pdi )i∈K は，(23a), (25a)により，次の非線形連立方程

4
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式から定まる:

1− µ

γki

∑
j∈K

yjhj

(
pdj
wiτij

)k
− wi = 0, (27a)

∑
j∈K

(
pdi

wjτjiγj

)k
hj = 1. (27b)

ここで，γi ≡ ψmax
i /(βκ2)

1/k は企業の生産性の水準を反
映したパラメータである．そして，w, pd が求まれば，短
期均衡状態における間接効用 viが人口分布h = (hi)i∈K

の関数として得られる:

vi(h) = µ−µ(1− µ)−(1−µ)
(
Ai
hi

)µ
(Qi)

1−µ
, (28a)

Qi = ξ(1− µ)
yi
pdi
. (28b)

ここで，ξは β, kのみに依存する定数である．なお，財
消費による部分効用 Qi の導出は，付録 I参照．
b) 長期均衡条件
長期均衡状態では，limhi→0 vi(h) = ∞ となること

から，全ての都市の効用水準が等しくなる:

vi(h) = vj(h) ∀i, j ∈ K. (29)

この性質を利用すると，長期均衡条件は次のように書
き換えることができる:

Fi(h) =
exp[µ−1v̂i(h)]∑
j∈K exp[µ−1v̂j(h)]

H − hi = 0, (30a)

v̂i(h) = (1− µ) ln yi − (1− µ) ln pdi + µ lnAi. (30b)

さらに，人口移動の調整ダイナミクスは次の logit dy-

namicsで表現できる:

ḣi = Fi(h). (31)

4. パラメータ設定

本稿では，構築したモデルを用いた反実仮想実験を
実施する．本章は，その解析に必要となるパラメータ
の設定方法，使用するデータ，パラメータ設定結果を
示す．

(1) パラメータ設定方法
本節では，計量分析を実施するために必要となるパ

ラメータ設定方法を示す．なお，消費者の土地支出割
合 µは，すでに様々な実証研究11)により標準的な値が
知られていることから，その値 µ = 0.25 を用いる．
a) 輸送費用 τij の推定
輸送費用 τij は実データから直接推定することができ

ないことから，Allen and Arkolakis 6) と同様，2段階
に分けて推定する．具体的には，第 1段階で交通機関
分担率，第 2段階で地域間輸送量を利用したパラメー
タ推定を行う．

第 1段階
まず第 1段階では，地域間 i, jの各交通機関の選択効
用に関するパラメータを推定する．本稿では，物流・人
流の両方の交通機関mの選択効用 V Lm,ij , V

P
m,ij を以下

で定義する:

V Lm,ij =

 αLmdistLij + ζdumij if i = j,

αLmdistLij + ζdumij + ξLm if i ̸= j,

(32a)

V Pm,ij =

 αPmtimePij if i = j,

αPmtimePij + ϕPmfreqPij + ξPm if i ̸= j.

(32b)

本稿では交通機関mとして，物流は乗用車C,鉄道R,航
空A，人流はそれらに加えて高速バスBを考える．した
がって，物流・人流の交通機関集合は，ML ≡ {C,R,A},
MP ≡ {C,R,A,B}で与えられる．また，distLij は地
域 i, j間の距離，timePij は所要時間，freqPij は運行頻度
である．dumij は i, jが同一都道府県であれば 1，そう
でなければ 0をとるダミー変数である．なお，地域内
の輸送は乗用車のみを用いると仮定する．
この選択効用を用いて，最尤法によりパラメータを
推定する．この時に用いる尤度関数 λL, λP は以下で与
えられる:

λL =
∏

ij∈K×K

∏
m∈ML

(θLm,ij)
NL

m,ij , (33a)

λP =
∏

ij∈K×K

∏
m∈MP

(θLm,ij)
NP

m,ij , (33b)

θXm,ij =
exp[V Xm,ij ]∑

n∈MX exp[V Xn,ij ]
. (33c)

ここで，θXm,ijは地域 ij間の輸送機関mの分担率，NX
m,ij

は実データから与えられる地域 ij間の輸送機関mの分
担率である．
第 2段階
第 2段階では，地域 i, j間の交易量Xij を用いて，輸
送費用を推定する．そのために，輸送費用 τ

−(k−1)
ij を

以下で定義する:

τ
−(k−1)
ij = κ

(
V̂ Lij

)ΘL (
V̂ Pij

)ΘP

(34a)

V̂ Lij =

 exp[V LC,ij ] if i = j,∑
m∈ML exp[V Lm,ij ] if i ̸= j.

(34b)

V̂ Pij =

 exp[V PC,ij ] if i = j,∑
m∈MP exp[V Pm,ij ] if i ̸= j.

(34c)

これは，同一地域内の輸送費用は道路のみを利用する
と想定することを意味している．そして，本稿で開発
したモデルの交易量 Xij が次のように表されることを
利用して，重回帰分析によりΘL, ΘP を推定する (導出

5
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図–1 地域区分

過程は付録 I参照):

lnXij = FXi + ln τ
−(k−1)
ij + FMj + const. (35)

ここで注意が必要なのは，上記の推定では κが定まら
ない点である．ただし，κの水準は短期・長期均衡状態
に何ら影響を与えないため，本稿では κの推定は実施
しない．
b) γi の設定
γiは短期均衡条件 (27)により設定する．具体的には，

µ, τij , kが与えられているもとで，実データから得られ
る h, wを使うことにより，pd と γ = (γi)i∈K を得る．
c) kの設定
Pareto分布の形状パラメータ kは，Behrens et al. 10)

と同様，長期均衡状態における人口分布が実データ hdata

と最も近くなる水準に定める．具体的には，k, 人口分
布 hdata を与件としたもとで得られたパラメータ値に
おける |Fi(hdata/hdatai |の総和 (i.e., 長期均衡状態から
の誤差) を最小とする kを採用する．
d) アメニティ水準 Bi の設定
アメニティ水準 Bi は，実データ hdataが長期均衡条

件を満たす水準に設定する．この条件は，次のように
書き換えられる:

Bi =

(
hdatai

Ai

)µ(
pdi
yi

)1−µ

. (36)

(2) 使用データ
次章の反実仮想実験で対象とする地域区分は，高山・

杉山 7)と同様，日本国内を対象に都市雇用圏を基準とし
て分割した 432地域区分 (図-1) を用いる．ネットワー
クは，道路網，鉄道網，航空網，航路網を対象とした．
ただし，航路網は道路網と一体と捉えて，道路網による
輸送が不可能な地域間のみを航路網利用の対象とした．

モデルによる実空間を対象とした分析を可能とする
ために，2005年を基準年として公的データ・民間デー
タを収集・加工することでデータを整備した．使用し
たデータは表-1に示す通りである:

消費者数 hi: 国勢調査の就業者数を使用して，都市雇
用圏で集計した値とした．
面積 Ai: 国土数値情報の土地利用 3次メッシュから
得られる，経済活動に利用可能な土地利用用途 (田，そ
の他の農用地，建物用途) の面積を都市雇用圏で集計し
た値とした．
距離・所要時間: デジタル道路地図 (DRM)，国土数値
情報の海上経路・定期旅客経路，総合ナビゲーションア
プリ『NAVITIME』を運営するナビタイムジャパン提
供の代表地点間経路データを用いて設定した5．具体的
には，輸送モードのうち，自動車 (船舶含む) について
は，DRM の高速道路・一般国道および海上経路・定期
旅客航路を対象に，都市雇用圏の代表地点間で所要時
間が最短となる経路をダイクストラ法で探索し，当該
経路の距離・所要時間を用いた．このとき，各都市雇用
圏の代表地点は，都市雇用圏内の最も人口が多い市区
町村の役所とした．ただし，地域内の距離は，Redding
and Venables 12) と同様，地域の総面積 Ai に応じた，
(2/3)

√
Ai/πと設定した．地域内の所要時間は，地域内

距離を道路交通センサスにより設定する速度6で除して
設定した．輸送モードのうち，高速バス・鉄道・航空の
距離・所要時間は，ナビタイムジャパン提供の経路デー
タに基づき設定した7．具体的には，代表地点間におけ
る所要時間を優先した最適経路の値を用いた．データ
上，地域間の経路が無く，上記方法により距離・所要時
間が設定できない場合は，地域間の経路無しと判断し
た．運行頻度は，高速バス・鉄道・航空を対象に，ナビ
タイムジャパン提供の経路データのうち，最適経路に
おける平日の一日当たりの運行本数を用いた．
交易シェア θXm,ij: 全国貨物純流動調査 (物流センサ
ス) ，全国幹線旅客純流動調査8を用いて設定した．具
体的には，物流の交易シェアは物流センサスの輸送機
関別の輸送量のシェア，人流の交易シェアは全国幹線
旅客純流動調査 (元データ9) の移動人数の輸送機関別

5 各輸送モードのデータは，当該輸送モードを代表交通機関とす
る地域間移動データを利用した (よって，バスは主に高速バスで
あるが一部高速バス以外を含む)．また，アクセス・イグレス交
通で利用する輸送機関は，旅客純流動調査の定義に準じた利用
とした．つまり，自動車は自動車のみ，高速バスはバス (路線バ
ス含む．以降同様)・徒歩，鉄道は鉄道・船舶・バス・徒歩，航
空は航空・鉄道・船舶・バス・徒歩を利用する．

6 道路交通センサスの都道府県別旅行速度を用いて，属する都道
府県の値を各地域の値として設定した．

7 当データは人流を対象としたものであるが，距離は人流に限ら
ず適用できると判断して使用した．

8 本モデルでは全産業を対象としているため，観光などを区別せ
ず全目的のデータを使用している．経済の基幹データである産
業連関表では，観光業の人流は，交易にあたり財・サービスが
移動するという意味において，通常の産業の物流と同様に扱っ
ているため (i.e., 観光業は財・サービスの需要のために消費者
が消費地・生産地間を往来し，通常の産業では財・サービスが
生産地から消費地へ移動する)，本対応で問題は無い．なお，空
間経済モデルである SCGEモデルで観光業を扱った小池・佐藤
13) においても観光業を区別せずに扱っている．

9 元データは市町村単位のデータであるものの，全国旅客純流動調
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表–1 使用データ
項目 出典

消費者数 hi 国勢調査 (2005年)

面積 Ai 国土数値情報 土地利用 3次メッシュ (2005年)

距離 distij
デジタル道路地図 (DRM) (2005 年)

所要時間 timeij
ナビタイムジャパン提供の経路データ (2019年)

国土数値情報 海上経路 (2011 年) ，定期旅客航路 (2012年)

運行頻度 freqij
ナビタイムジャパン提供の経路データ (同上)

国土数値情報 港湾間流通量・海上経路 (同上)，定期旅客航路 (同上)

交易シェアNij
全国貨物純流動調査 (2005年)

全国幹線旅客純流動調査 (2005年)

交易額Xij 全国貨物純流動調査 (同上)

のシェアとした10．ただし，輸送モード選択に関するパ
ラメータが主な交易の傾向を捉えた推定値となるよう，
輸送量や移動人数が微小な場合はゼロと見なしてシェ
アを算定した11．
交易額 Xij: 432都市雇用圏間の交易額のデータが存
在しないことから，物流センサスの輸送量 (重量) を代
用した．なお，地域間産業連関表の金額シェアと物流
センサスの重量シェアは相関係数 0.94と高い相関が存
在することが知られている14)．したがって，交易額を
輸送量で代用する妥当性は一定程度あると判断し使用
した．

(3) パラメータ設定の結果
本節では，パラメータの設定結果を順に示す．まず，

輸送費用推定の第一段階では，地域間交易シェア θXm,ij
のデータ (ただし，i ̸= j のみ) を使用した集計ロジッ
ト12 のパラメータを，R 言語の optim 関数を用いて，
最適化手法の一つである BFGS により推定した．第二
段階では，説明変数に関するデータは最小値で正規化
したものを使用した．なお，推定には R言語の lm関
数を用いた．
第一段階の推定結果である選択効用パラメータを表-

2,3 に示す．表より，距離・所要時間に関するパラメー
タは負の値，運行頻度に関するパラメータは正の値で
あることが確認できる．これは，交通機関選択効用が，

査では都道府県内で完結する移動は対象としておらず，元デー
タにも存在しないことから，第一段階の人流に関するパラメー
タ推定では，同一都道府県内の地域間は除外して推定した．

10 日本全国の全般的な分担率を再現するために，輸送量ではなく
輸送シェアを使用した．輸送量の場合，大都市を起終点とする
ODの影響を大きく受けるため，それを回避するために輸送シェ
アを採用した．

11 輸送量は 1 トン未満，移動人数は 0.01 人未満を微小な値とし
た．なお，微小な値をゼロとせずにパラメータ推定を実施した
場合も，本結果と同様の符号条件および統計的有意性を持つ推
定結果が得られた．

12 非集計ロジットによるモデル化も考えられるが，単純化のため
に集計ロジットモデルを採用した．

表–2 第一段階の推定結果 (物流)

変数 パラメータ 推定値 [t値]

距離: 道路 αL
1 -3.79.E-03 [-8.76]

距離: 鉄道 αL
3 -1.95.E-03 [-5.17]

距離: 航空 αL
4 -2.91.E-03 [-5.69]

同一県間 ζ 3.17 [3.89]

定数項: 鉄道 ξL3 -4.53 [-79.87]
定数項: 航空 ξL4 -4.19 [-35.42]

Sample size 52,587

Null log likelihood -4.31.E+04

Final log likelihood -7.98.E+03

ρ2 0.8148

距離・所要時間の増加により低下，運行頻度の増加によ
り増加することを意味しており，妥当な結果と言える．
表-2の物流に関する結果より，距離の推定値は |αL1 | >

|αL4 | > |αL3 |であり，かつ，鉄道と航空の定数項が負で
あることが確認できる．これは，距離が短いODでは道
路が利用されて，距離が長くなるにつれて航空や鉄道を
利用する傾向にあることを表しており，直観と合った違
和感の無い推定結果を得た．表-3 の人流に関する結果
では，所要時間の推定値は，|αP3 | ≈ |αP1 | > |αP4 | ≫ |αP2 |
であり，定数項の推定値も踏まえると，所要時間の短
い OD は，物流と同様に，道路が利用され，所要時間
が長くなるにつれて，高速バス，航空，鉄道の利用が増
加する傾向にあることを表している．次いで，運行頻
度の推定値は，鉄道に比べて高速バス・航空が大きい．
これは運行本数の増加に対する効用の増加分が大きい
ことを表しており，鉄道と比べて高速バス・航空は運
行頻度が相対的に少なく運行頻度の重要度が高いこと
を踏まえると，直観に合った結果と言える．
第二段階の推定結果である物流・人流の選択効用に
関するパラメータを表-4に示す13．表より，物流・人流
13 物流項と人流項には一定程度の相関がある．しかしながら，多
重共線性を示す VIF は 2.7 程度であり，基準となる 10 には満
たないため，問題は無いと判断した．
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表–3 第一段階の推定結果 (人流)

変数 パラメータ 推定値 [t値]

所要時間: 道路 αP
1 -2.61.E-02 [-51.29]

所要時間: 高速バス αP
2 -9.41.E-03 [-17.35]

所要時間: 鉄道 αP
3 -2.65.E-02 [-32.42]

所要時間: 航空 αP
4 -2.09.E-02 [-13.84]

運行頻度: 高速バス ϕP
2 1.30.E-02 [2.740]

運行頻度: 鉄道 ϕP
3 6.30.E-03 [12.82]

運行頻度: 航空 ϕP
4 1.18.E-02 [4.010]

定数項: 高速バス ξP3 -4.09 [-31.90]
定数項: 鉄道 ξP3 -1.84 [-32.32]
定数項: 航空 ξP4 -1.51 [-9.433]

Sample size 23,117

Null log likelihood -2.52.E+04

Final log likelihood -1.20.E+04

ρ2 0.5233

表–4 第二段階の推定結果
変数 パラメータ 推定値 [t値]

物流の選択効用 ΘL 0.651 [47.35]

人流の選択効用 ΘP 0.723 [38.94]

R2 0.5632

ともに推定値は正の値となった．これは選択効用が増
加するにつれて交易が増加することを示しており，妥当
な結果であると言える．パラメータ γi, k, Biも同様に，
前述のパラメータ設定方法によりキャリブレーション
を行った結果，k = 3.68であった．

5. 反実仮想実験

前章に示したパラメータ値を用いて，輸送アクセス
が改善した際の人口分布への影響を分析し，その結果か
ら開発したモデルの特徴を確認する．具体的には，次
の 2種類の輸送アクセス改善について分析する:

(1) 輸送費用が一律に低下する影響
(2) 運行頻度が増加する影響

(1) 輸送費用が一律に低下する影響
最初に全ての地域間の距離／所要時間あたりの費用

(i.e, パラメータ αXm) を 8%低下させた場合の分析結
果を示す．ここでは，各地域の人口シェア変化 (hωi −
h∗i )/H × 100と，人口成長率 (hωi − h∗i )/h

∗
i × 100 を，

各々，図-2, 3に図示する．なお，上付き添字 ∗は基準
均衡状態，ωは輸送費用変化後の均衡状態を表す．
図-2 (a), (c)は，本研究において特に重要な挙動であ

る．これは，既存のQSEモデルでは表現することので
きない “地域間輸送費用の低下に伴う人口集積” が，こ
れらの図において確認できるためである．この結果か
ら，企業間の価格競争を考慮することによりストロー
効果が発生したことがわかる．

一方，(b), (d), (e), (f) では，3大都市圏のすべての
人口が減少するという，人口シェア変化に着目すると
類似した結果が得られている．ただし，各地域の人口
成長率を示した図-3 からは，質の異なる人口分布変化
が生じたことが確認できる．より具体的には，鉄道と
高速バスが類似した傾向 (三大都市圏以外は概ね人口増
加) を示す一方，航空は異なる傾向 (本州中央部が全体
的に人口減少) が見られる．これは，次のような路線網
の質の違いが影響していると考えられる: 鉄道・高速バ
ス網は網の目状のネットワークを形成している一方で，
航空網はハブ&スポークス型である．

(2) 運行頻度が増加する影響
高速バス・鉄道・航空の人流を対象に，経路の存在す
る ODの運行頻度を 2割増加させて，各地域の人口変
化を調べる．その結果得られた人口シェア変化を図-4,

人口成長率を図-5に示す．
図-4,5より，運行頻度を増加させた場合においても，
輸送費用を一律低下させた場合と類似の結果となるこ
とが確認できる．具体的には，高速バス・航空におい
て，大都市の人口が減少し，地方都市の人口が増加す
る結果となった．高速バスに関しては，運行頻度 1本
増あたりの恩恵が大都市よりも地方都市のほうが強い
ために，このような結果となったと考えられる．一方
で，輸送費用を一律低下させた場合と異なり，鉄道で
は東京の人口増加が起こることも確認できる．これは，
東京を経由する新幹線の運行頻度が圧倒的に多いため，
頻度を 2割増やす影響が大きかったためであろう．
以上のシミュレーション結果から，本研究で構築し
たモデルを計量分析に応用することで，“輸送改善によ
る大都市への人口集中現象”を確認することができた．
また，輸送アクセスを改善させる輸送モードや物流・人
流別，また距離・所要時間と運行頻度別による人口分
布へ与える影響の違いを把握できた．今回実施した分
析を拡張すれば，「自動運転車の普及や信号制御等の技
術革新」などの影響を評価できる可能性がある．この
方向のモデル・分析の拡張は，今後の重要な研究課題
である．

6. おわりに

本稿では，大都市への人口集積を表現可能なNEG理論
の枠組みを応用した政策効果分析の基礎となりうる計量
モデルの構築を行った．具体的には，既存のHelpman 5)

に，企業間の価格競争3) を導入した．さらに，8) と同
様の，モデルに物流・人流および複数の輸送モード (道
路，鉄道，航空) を考慮した都市間輸送ネットワークを
導入し，輸送効率の向上効果を分析するための手法を
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(a) 全モード・人流 (時間) (b) 全モード・物流 (距離) (c) 道路・物流&人流 (時間&距離)

(d) 鉄道・物流&人流 (時間&距離) (e) 航空・物流&人流 (時間&距離) (f) 高速バス・物流&人流 (時間&距離)

図–2 輸送費用が一律 8%低下した場合の人口シェア変化

(a) 全モード・人流 (時間) (b) 全モード・物流 (距離) (c) 道路・物流&人流 (時間&距離)

(d) 鉄道・物流&人流 (時間&距離) (e) 航空・物流&人流 (時間&距離) (f) 高速バス・物流&人流 (時間&距離)

図–3 輸送費用が一律 8%低下した場合の人口成長率

提示した．この枠組みは，様々な地域・都市政策の長
期的影響を合理的に評価するための有効な基礎となる
ことが期待される．
謝辞: 本研究は，国土交通省新道路技術会議「道路政
策の質の向上に資する技術研究開発：公共交通ターミ
ナル整備の空間経済分野に関する研究開発（代表者：高
山雄貴金沢大学准教授）」の研究の一環として実施した
ものである．ここに記して謝意を表する．

付録 I. Lambert W 関数の積分

短期均衡条件の導出のためには，Lambert W 関数を
積分する必要がある．そこで，Behrens et al. 10) と同
様の手順で積分することを考える．そのために，z ≡
W (exp[1]ψ×

ij/x)
−1と定義すると，次の関係が得られる:

exp[1]ψ×
ij

x
= z−1 exp[z−1]. (I.1)

9
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(a) 高速バス (b) 鉄道 (c) 航空
図–4 運行頻度が増加した場合の人口シェア変化

(a) 高速バス (b) 鉄道 (c) 航空
図–5 運行頻度が増加した場合の人口成長率

このとき，dx = exp[1−z−1](1+z)z−2ψ×
ijdz の関係が成

立する．また，x ∈ [0, ψ×
ij ]の積分範囲は z ∈ [0, 1]に変換

される．さらに，以降では dGi(x) = k(ψmax
i )−kxk−1dx

を利用する．
財の総消費額
地域 iで生産され地域 j で消費される財の総消費額

Tij は，以下で表される:

Tij = NE
i hj

∫ ψ×
ij

0

pij(k)qij(k)dGi(x)

= β(1− µ)NE
i hjyjκ1(ψ

max
i )−k(ψ×

ij)
k, (I.2)

κ1 ≡ k

∫ 1

0

z−4(1− z)(1 + z)(z exp[1− z−1])kdz.

(I.3)

期待利潤
利潤ゼロ条件は，各地域の期待利潤 πiがゼロとなる

条件で与えられる．この期待利潤 πiは，以下の通りと
なる:

πi = β(1− µ)
∑
j∈K

yjhj

∫ ψ×
ij

0

S(x)dGi(x)− wi

= β(1− µ)κ2(ψ
max
i )−k

∑
j∈K

yjhj(ψ
×
ij)

k − wi,

(I.4)

S(x) =W

(
ψ×
ij exp[1]

x

)
+W

(
ψ×
ij exp[1]

x

)−1

− 2,

(I.5)

κ2 ≡ k

∫ 1

0

z−4(1 + z)(1− z)2(z exp[1− z−1])kdz.

(I.6)

ここで，κ1, κ2 の定義より，κ1 > κ2 が成立する．
労働の総需要
労働の需給均衡条件には，以下のように表される地
域 iの労働総需要 Li が必要となる:

Li = NE
i

1 +
∑
j∈K

τijhj

∫ ψ×
ij

0

xqij(k)dGi(x)


= NE

i

1 + β(1− µ)

wi
(ψmax
i )−kκ3

∑
j∈K

yjhj(ψ
×
ij)

k

 ,
(I.7)

κ3 ≡ k

∫ 1

0

z−3(1− z)(1 + z)(z exp[1− z−1])kdz = κ1 − κ2.

(I.8)

財消費の部分効用
地域 i の財消費による部分効用 Qi は，(7) より∑
j∈KN

E
j

∫ ψ×
ji

0 ln pji(k)dGj(k) = NC
i ln pdi − 1

β である
ことを利用すると，以下で与えられる:

ln[Qi] = ln[(1− µ)yi]

− 1

NC
i

∑
j∈K

NE
j

∫ ψ×
ji

0

ln pji(k)dGj(k)
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+
β

2

∑
j∈K

NE
j

∫ ψ×
ji

0

{ln pji(k)}2 dGj(k)

− β

2

1

NC
i

∑
j∈K

NE
j

∫ ψ×
ji

0

ln pji(k)dGj(k)


2

= ln[(1− µ)yi] +
κ1
2

+
κ4
2κ1

− ln
[
pdi
]
, (I.9)

κ4 ≡ k

∫ 1

0

(1− z)2(1 + z)

z5
(z exp[1− z−1])kdz.

(I.10)

ここで，上式の導出にLambert W関数の性質 lnW (x) =

lnx−W (x)を用いた．また，κ4の定義から，κ2 > κ4 >

0が成立する．
財の総供給量
地域 iで生産され地域 j で消費される財の総供給量

Xij は，以下の通りとなる:

Xij = NE
i hjτij

∫ ψ×
ij

0

qij(k)dGi(x)

=
β(1− µ)NE

i hjyj
wi

κ5(ψ
max
i )−k(ψ×

ij)
k−1, (I.11)

κ5 ≡ k

∫ 1

0

z−3(1− z)(1 + z)(z exp[1− z−1])k−1dz.

(I.12)
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